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１.委託業務の概要

教育行政を取り巻く社会環境の多様化・複雑化や、少子高齢化・過疎化の進展などにより、単独の自治体のみでは解
決に向けた対応に限界がある課題等に対応するため、東筑摩塩尻教育会（以下、「教育会」という。）管内の自治体（塩尻
市、朝日村、山形村、筑北村、麻績村、生坂村及び塩尻市辰野町中学校組合の1市5村1組合）同士が柔軟かつ積極的な
連携体制を構築し、課題解決に向けた取り組みを進める。
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麻績村

生坂村

塩尻市

塩尻・中央ブロック
【塩筑南部教育事務支援室】

東筑ブロック

塩尻市辰野町中学校組合

管内の学校事務職員同士
がオンラインで相互支援

塩筑南部教育事務支援室
の活動に、東筑ブロックの
職員がオンラインで参加

令和７年度は、参加者全員がメリットを享受できる
  自治体間連携モデルの考案を目指す。 2



２.本業務を実施する前の現状及び課題

（１）東筑摩塩尻教育会のつながり
・現在、教育行政を取り巻く社会環境が多様化・複雑化していることに加え、少子高齢化・過疎化の進展などにより、単
独の自治体のみでは新たな課題の解決に向けた対応に限界があることから、自治体同士の連携を柔軟かつ積極的
に進めていく必要がある。
・塩尻市では、相互の研鑽により職能の向上に努め、もって東筑摩郡の教育の充実を図り、郷土文化の進展に貢献する
ことを目的として明治１７年に設立された教育会のつながりを大切にしており、今も構成市村間で連携を図っている。

明治１７年 東筑摩郡私立教育会創立
明治１９年 私立松本教育会に改称
明治４１年 松本市市制施行により分離し、信濃教育会東筑摩部会に改称
昭和２２年 東筑摩教育会に改称
昭和３６年 東筑摩塩尻教育会に改称
平成１７年 木曽郡楢川村が塩尻市と合併、東筑摩郡四賀村が松本市と合併
平成１８年 東筑摩郡明科町が合併し安曇野市制施行
平成２２年 東筑摩郡波田町が松本市と合併

東筑摩塩尻教育会の歴史

令和７年度現在
■構成市村：塩尻市、東筑摩郡５村（麻績村、生坂村、山形村、朝日村、筑北村）
■学校数：小学校１３校、中学校８校、義務教育学校１校

【東筑摩塩尻教育会館(東筑摩塩尻教育会公式HPより）】
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２.本業務を実施する前の現状及び課題

（２）塩筑南部教育事務支援室の創設
・学校事務の分野では、距離的に近い塩尻市、山形村及び朝日村の塩尻・中央ブロックと、生坂村、筑北村及び麻績村
の東筑ブロックとが、それぞれ学校事務職員による事務研究部会を立ち上げて、ブロック内の学校間での連携を深め
ている。このうち塩尻・中央ブロックでは、令和２年度に支援室を立ち上げ、学校事務職員を管内全校の兼務発令とし、
共同処理や相互支援を可能にしたほか、塩尻市を含む１市２村１組合の教育委員会が参画することにより、学校の働
き方改革に向けた取り組みなどを推進している。一方で、東筑ブロックは３村６校による小規模な研究部会であるこ
と、東筑ブロックの研究部会には教育委員会が参画できていないこと、塩尻・中央ブロックと東筑ブロックとの距離
が遠く緊密した連携体制が構築できていないこと、市と村では規模が違い教育課題や優先順位が異なることなど、
教育会全体を見ると課題が多い。

塩筑南部教育事務支援室の立ち上げ

令和２年１２月 塩尻市、山形村、朝日村
で学校間連携の協定書を締結

〇学校事務職員は総務・財務に通じた専門職と
して「学校事務をつかさどる」ため、教育に関
わる事務全般の改善を図り、校長の学校経営
の補佐役を務められることを目指す。
〇また積極的な学校経営参画に向けて、教育事
務支援室内における学校事務の体制を見直し、
事務処理の効率化、業務内容の連携を目指す。
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２.本業務を実施する前の現状及び課題

（３）地方教育行政における連携促進事業の推進
・本業務の受託初年度となった令和５年度は、当初、学校徴収金の会計処理の共同化・クラウドソーシング化を目指し
ていたが、「給食費を公会計化や無償化している学校とそうでない学校」や、「学校徴収金を口座振替している学校と
現金で取り扱っている学校」が混在するなど、まずは自治体間・学校間の差の解消に向けた取り組みを進めざるを得
ない状況にあることが分かり、計画の変更を余儀なくされた。
・令和５年度末に行った塩筑南部教育事務支援室の活動反省アンケートでは、村立学校の事務職員より「塩尻市の先進
的な取り組みを知ることができて勉強になった。」という意見があった一方で、「塩尻市に効果が限定される研究に
ついては、塩尻市の組織で活動していただきたい。」という意見もあり、連携して取り組むテーマの設定方法が今後
の課題として残った。

【「令和の日本型学校教育」を推進する地方教育行政の充実に向けた手引き(文部科学省HPより転載 https://www.mext.go.jp/a_menu/chihou/1402350_00004.htm）】 5



２.本業務を実施する前の現状及び課題

（４）塩筑南部教育事務支援室の現状・課題
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・受託２年目となった令和６年度は、塩筑南部教育事務支援室や塩筑南部教育事務支援室拡大運営委員会が自治体間
 連携の土台として機能しはじめた一方で、塩筑南部教育事務支援室の活動には課題が見え始めてきた。
・塩筑南部教育事務支援室の活動の在り方について再検討し、教育会管内の教育委員会や学校に対して最適な支援が 
行える組織を目指していく必要があった。

顕在化した課題・今後の方向性 補足説明

①長野県公立小中学校事務研究会（※）東筑摩郡塩尻市
小中学校事務研究会との役割・機能の重複
塩筑南部教育事務支援室の役割・機能の再検討

・塩筑南部教育事務支援室拡大運営委員会と東筑摩郡塩尻市小中学校
事務研究会の構成がほぼ同じで、活動内容も似ている。
・今後は、研究は東筑摩郡塩尻市小中学校事務研究会で行い、実践は塩
筑南部教育事務支援室で行うといった役割分担を検討していく。

②研究テーマが塩尻市の課題に偏る
参加者全員にメリットがある活動を目指す

・村立学校の事務職員から「支援室の取組は参考になるものの、現状、
市と村では課題が大きく異なり、村立学校に直ちに反映できるもので
はない。」といった意見が複数寄せられている。

③構成市村間に人的・金銭的負担の取り決めがない
塩筑南部教育事務支援室の活動実態に応じた

 人的・金銭的負担の在り方を構成自治体間で検討

・現在の塩筑南部教育事務支援室は、長野県から加配された正規の学
校事務職員１名が主たる事務を担当しているが、活動場所や必要な機
材などは全て塩尻市が負担している。
・今後活動を活性化させる場合は、負担の在り方について再検討が必要。

※ 長野県公立小中学校事務研究会について

長野県内の公立小中学校の学校事務職員で構成し、下記の研究テーマをもって教育並びに教育行政の進展に寄与することを目的としている組織。

研究基本テーマ「学校教育目標達成のために組織の中で機能する学校事務～教育活動をつなぎ、学校経営の一翼を担う～」
（１）学校教育目標達成に向け、学校経営・教育活動へのかかわりを深めていく。
(2)校内における事務部の機能を高め、教職員等との連携・協働による課題解決を図る。
(３)これまでの研究の定着および業務の正確を期し、効率化を目指す。



３.委託業務の実施日程

令和７年

７月 委託業務開始 塩筑南部教育事務支援室の各グループによる共同研究が本格始動

８月 塩尻市振興公社「KADO」による共同研究のサポートを開始

９月 塩筑南部教育事務支援室第２回運営委員会を開催 共同研究の進捗情報報告・課題検討を実施

令和８年

２月 塩筑南部教育事務支援室第３回運営委員会を開催 共同研究の成果報告

３月 委託業務完了
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※各グループの研究日程等は、研究内容と共に別途記載



４.委託業務の詳細

（１）本業務を通じて達成すべき目標

過去２年の取り組みで顕在化してきた「学校・自治体・地域によって課題解決の必要性や優先順位が大きく異なる」と
いう現状を連携推進の阻害要因として捉え、これを乗り越え、更なる連携促進を図るための仕組みの構築を目指す。
具体的には、次の「自治体間連携モデル素案」の実証を通して、優先課題が異なる主体間であっても連携が促進され
るモデルを考案する。

№ 取組内容

１ 各学校・自治体・地域が、それぞれにとって必要性や優先順位が高い課題の解決に向けた取り組みを実践する。
※各主体の自発的な行動

２ 優先順位が高い未解決課題、実践中の事例、実践から生まれた好事例などの情報を塩筑南部教育事務支援室
が収集し、各主体と共有する。

３ 塩筑南部教育事務支援室が、同じ課題の解決を目指す主体同士をつなげたり、役割を分散化させたりすること
で、管内全体として最適な動きになるよう調整を行う。なお、全ての主体が取り組むべき重要課題や、複数の主
体が共同で取り組むことが効果的・効率的だと思われる課題については、塩筑南部教育事務支援室が研究グ
ループを組織し研究に取り組む。

４ 塩筑南部教育事務支援室が仲介役として、好事例の導入を目指す主体と導入済みの主体のマッチングを行い、
好事例の横展開を推進する。
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「自治体間連携モデル素案」



４.委託業務の詳細

（２）本業務の具体的な実施内容
ア 連携体制の見直し
これまで、東筑摩塩尻教育会構成市村間の連携を推進するため、塩筑南部教育事務支援室（塩尻市、朝
日村及び山形村）に東筑摩郡塩尻市小中学校事務研究会北部ブロック（麻績村、筑北村及び生坂村）を加
えた体制で共同研究などの連携事業を実施してきたが、優先課題が異なることから、本年度は別々に活
動し、情報共有や好事例の相互提供のみを行った。
このうち情報共有については、塩筑南部教育事務支援室室長が東筑摩郡塩尻市小中学校事務研究会北
部ブロックの会議に参加して行うほか、塩筑南部教育事務支援室の運営委員会や合同研究部会などの場
も活用して行った。
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令和６年度 北部ブロックと塩筑南部教育事務支援室が共同で研究

〇塩筑南部教育事務支援室の運営委員会（年間5回）および研究グループ（各グループごと、年間6～8回程度）に北部ブロックの
学校事務職員も参加。

↓

●研究内容が支援室構成校（塩尻・朝日・山形）の課題に偏りがちになるという課題が残った。



４.委託業務の詳細

（２）本業務の具体的な実施内容
ア 連携体制の見直し
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令和７年度 北部ブロックは単独で研究グループを構成し連携を図る形に変更

→支援室長が北部ブロック事務研究会と塩筑南部教育事務支援室をつなぐことで、無理のない形で情報共有を図った

６/４ 北部ブロック事務研究会に支援室長が参加 (生坂村立生坂中学校)

・塩筑南部教育事務支援室令和7年度活動内容共有
・北部ブロック令和7年度研究内容検討への参加
・給与等事務確認支援

７/１  北部ブロック事務研究会に支援室長が参加 (筑北村立聖南中学校)

・塩筑南部教育事務支援室研究内容共有
・北部ブロック研究（3村共通財務マニュアル作成）検討への参加
・長野県中信教育事務所事務調査（監査）対象校支援への参加

12/９  合同研究部会  (塩筑全小中学校事務職員参加 オンライン)

・塩筑南部教育事務支援室および北部ブロックの研究活動状況共有

4/22 6/5 7/10 12/15 3/9 （計5回） 東筑摩郡塩尻市小中学校事務研究会役員会議に支援室長が出席
・塩筑南部教育事務支援室と東筑摩郡塩尻市小中学校事務研究会の事業連携のための情報共有及び各種検討



3.委託業務の詳細
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イ 課題等の収集・発信
塩筑南部教育事務支援室室長が、関係者からのヒアリングなどを通じて解決したい課題や現在取り組ん
でいる実践などの情報を収集したほか、塩筑南部教育事務支援室の取り組みなどを積極的に発信した。

６/19  第１回長野県共同学校事務室連絡会（県内６共同学校事務室および共同学校事務室設置教育事務所による合同会議）
・塩筑南部教育事務支援室の概要紹介（業務内容。市村教育委員会や校長会との協力体制（組織構成）
・市教委と支援室合同での共同事務処理（卒業証書共同調達）の紹介
・地方教育行政における連携事業への取り組み、各研究グループ研究内容およびオンラインツール活用の紹介
・県内６共同学校事務室組織のR6反省およびR7活動計画について情報交換

７/９   塩尻市校長会
・塩筑南部教育事務支援室の活動内容周知
・小学校新入学児童調査票の電子申請化についての協力依頼および質疑応答
・校長会後、塩尻市校長会長から通知表作成負担軽減についての研究依頼 ※後述

７/30  北アルプス学校間連携運営委員会・大北地区研夏期研修会
・塩筑南部教育事務支援室の概要紹介
・令和４年度～令和７年度各研究グループ研究内容紹介
・市村教育委員会との連携内容紹介（教育委員会からの依頼研究内容や教育委員会と学校の事務分担見直し）

９/９   飯田市共同学校事務室 第2回運営委員会視察受け入れ
・実践の内容および教育委員会との連携内容を説明（業務DX化の現状及び導入、給食公会計化の事務処および導入ノウハウ、
学年会計の公会計化および公費化の現状及び今後の方向性、１市2村での運営 など）
・視察実施後アンケートを飯田市共同学校事務室から受領→支援室の外部評価として支援室員にフィードバック



3.委託業務の詳細
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イ 課題等の収集
塩筑南部教育事務支援室室長が、関係者からのヒアリングなどを通じて解決したい課題や現在取り組ん
でいる実践などの情報を収集した。

10/９  学校間連携組織（共同学校事務室等）に関する懇談会（長野県公立小中学校事務職員研究会主催による全県学校事務職員向け情報交換会）
・支援室の概要、連携共同による活動の紹介
・市村教委および校長会との連携（組織、各種規定）の紹介
・支援室の活動内容（室長、室員の役割）の紹介
・教育事務改善活動（研究グループ）の紹介

12/19 第２回長野県共同学校事務室連絡会
・研究グループ活動中間報告
・視察受け入れ実施報告
・県内６共同学校事務室組織のR7活動について情報交換
・次年度以降の情報交換機会の持ち方について検討

12/12 盛岡市共同学校事務室視察受け入れ
・双方共同学校事務室概要の情報交換（職員構成および人事に関わること、自治体間の連携および業務支援、ICT関係（RPAの業
務活用や支援室業務用タブレット端末の活用など）、就学援助の電子申請ノウハウ、ICT化に関する予算確保など市教委との強
固な連携の経緯、給食費公会計化ノウハウなど）



3.委託業務の詳細
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イ 課題等の収集

（具体例）
「通知表作成の負担軽減」について市校長会から依頼を受け、塩筑南部教育事務支援室が市内各校の
通知表作成状況を調査。調査結果を報告し、負担軽減案を提案。

卒業証書用紙に、あらかじめ印影を
印刷しておく負担軽減案を提示



3.委託業務の詳細

ウ 課題の共有、役割調整、グループ研究
塩筑南部教育事務支援室が、「イ課題等の収集」で得た情報を踏まえ、教育委員会や校長会などとともに
研究テーマを絞り込み、研究テーマごとに研究グループを組織したのち、研究を進めた。
また、研究の進捗状況や成果は、塩筑南部教育事務支援室運営委員会で共有した。
なお、研究にかかる入力作業やデータの分析作業などについては、学校職員の負担軽減を図るため、再
委託先のワーカーが行った。

14

研究グループ名 研究内容

校務DX・業務効率化
グループ

①新入学児童調査票電子化の市内全小学校実施
②中学校環境調査票電子化（1校での試行）

働き方改革グループ ①学年費公会計化 塩尻市（学校・自治体・保護者）に最適な学年費公会計化の仕組みの検討と提案
②Googleチャット 各校での活用状況についてのアンケート調査と共有、マニュアルの作成及び周知
③時差勤務 実施状況アンケートおよび時差勤務に関する要領等の策定

学校徴収金グループ ①令和６年度の会計報告の分析
②学年費予算・実績比較表 R5/R6/R7 集計
③各学年が支出する 1 年間に必要な保護者負担経費の算出

財務グループ ①予算事務説明会の資料の更新
②市費職員の服務書類作成および市費事務引き継ぎ書の作成
③部活動地域展開に向けた備品台帳データを活用した学校貸出備品一覧(案)の作成 

令和７年度の研究グループ



3.委託業務の詳細

主な研究内容①新入学児童調査票の電子化

15

実施日
5/9、5/29(ｵﾝﾗｲﾝ)、6/18(ｵﾝﾗｲﾝ)、
7/28(ｵﾝﾗｲﾝ)、9/9、2/4、2/19

研究内容
①新入学児童調査票電子化の市内全小学校実施

実施スケジュール
7/9…市校長会 周知と意見集約
7/25…調査時期や地区等各校に調査
8/25…保護者通知・QRコード配布
12月～市内各校で電子申請受付中

②中学校環境調査票電子化（1校での試行）
令和9年度全面施行に向けて、令和8年4月に中
学校1校で試行

他市町村と情報共有を図り検討していきたい事項

電子申請化ノウハウ
外国籍児童家庭への対応
その他の保健関係調査などの電子化検討



3.委託業務の詳細

主な研究内容②学年費公会計化に向けた検討
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実施日
5/9、6/10、7/14、9/4、9/9、11/25、1/19、
2/19

研究内容
塩尻市（学校・自治体・保護者）に最適な学年費公
会計化の仕組みを考え提案する。

実施済み自治体の実態調査と参考資料獲得
（岐阜県下呂町、神奈川県伊勢原町、東京都町田市、長野市）

・塩尻市の給食費公会計の仕組みの確認
・公会計化のメリット・デメリット等整理
・参考資料を基に公会計化の仕組み検討

検討課題
①校外学習費:大きく異なる費用や回数への対応

②上限案の作成

③学校ごと異なる特色への対応

他市町村と情報共有を図り検討していきたい事項

先行自治体の情報収集
朝日、山形等近隣自治体との公費化品目検討



3.委託業務の詳細

主な研究内容③学年費公会計化時の学年別標準額の検討
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実施日
5/9、6/17、7/15、9/9、10/10、11/13、
1/23、2/19

研究内容
事務職員が持っている固有の情報を活かしながら、 
公会計化につながる会計資料、サンプル集、新た
な学年会計の分析に視点を発展させる 

①令和６年度の会計報告の分析
学校徴収金アンケートの実施
市の交 付金の補助実態を調査 
公会計化への意見、取り組み、課題

②学年費予算・実績比較表 R5/R6/R7 集計
R6 年度学年会計報告書およびR７年度学年会
計予算書・集金通知を収集して集計

③各学年が支出する 1 年間に必要な保護者負担
経費の算出
各学年各教科で購入されている物品一覧作成

他市町村と情報共有を図り検討していきたい事項

支出内容一覧の他市町村との共有によるカリキュ
ラムマネジメント支援

市内6学年の学年費 標準化を検討した資料



3.委託業務の詳細

主な研究内容④時差勤務の効果検証
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研究内容（時差勤務） 
学校現場での働き方の多様性につながる制度を研
究する。

アンケートによる情報収集（事例や実態把握）
Q.あなたはR7年度の夏季休業中に時差勤務制
度を利用しましたか。

Q.時差勤務制度を利用しての感想を教えてく
ださい

Q.時差勤務制度について、困ったことや分か
らなかったことはありますか？

今後の検討課題
アンケート結果から、申請方法のとりきめや詳細
をさだめたルール化。校内周知資料案（２パターン）
の作成。

時差勤務に関する要領等の策定

他市町村と情報共有を図り検討していきたい事項

調査結果、マニュアル、様式等について、働き方改
革推進のための資料共有



3.委託業務の詳細

エ 好事例の導入推進
職員室のフリーアドレス化を検討していた伊那市立中学校に対して、令和６年度に塩筑南部教育事務支
援室が行った研究成果や、管内小学校の導入事例を提供し、好事例の導入を後押しした。
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実施日 12/2～

研究内容
職員室フリーアドレス化に伴い、支援室で研究した職員室フリーアドレス化の資料提供依頼。
以下の資料を提供
 ・働く場所グループまとめ0214.pdf
・楢川小中フリーアドレス写真.pdf
・職員室座席表(名前無し).xlsx
・朝日小スタンダードプラン導入経過聞き取り資料
支援室内でフリーアドレス化を実施している楢川小中学校および朝日小学校からも資料提供。

今後、当該校では年度末休業中に非常勤職員席をフリーアドレス化。夏季休業中に職員室全体
のフリーアドレス化を実施する計画。その成果について塩尻市にフィードバックしていただき、今
後の市内学校職員室をフリーアドレス化する際の検討資料にできるように蓄積していく。

写真：楢川小中学校フリーアドレス職員室 →



４.委託業務の実施に伴う成果

塩筑南部教育事務支援室をハブとして、自治体や学校の枠を超えた好事例の共有や課題解決に向けた連携・共創
に取り組んだ結果、他自治体の取組に対する関心が高まると共に、「自治体間連携」という手法に目が向けられるよ
うになり、新たな「自治体間連携」につながった。
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新たな自治体間連携：学校プールの共同利用

令和7年度に水泳事業の民間委託を実証し、来年度以降も実証を希望していた塩尻市立洗馬小学校と、屋内プール
施設の自校の水泳授業以外での活用を模索していた朝日村立朝日小学校のねらいが一致したため、両教育委員会の
事務担当者が協議。

→令和8年度に、洗馬小学校児童が朝日小学校の屋内プールへ移動し、民間施設から派遣された専門の指導員が両校
の児童を指導する実証事業を開始することとなる。

【共同利用する朝日村立朝日小学校の屋内プール】

写真：㈱伊藤建築設計事務所ＨＰから転載 https://ito-sekkei.co.jp/construction/
市民タイムスＨＰから転載

https://www.shimintimes.co.jp/news/2025/07/post-2686/



５.委託業務実施後の新たな課題、方向性

本業務で実証した「自治体間連携モデル素案」をベースに、塩筑南部教育事務支援室をハブとした自治体間連携モデ
ルを考案した。
今後は、塩筑南部教育事務支援室が本モデルに沿った取り組みを進めつつ、本モデル自体の横展開を図ることによ
り、自治体間連携をより広範囲に広げていくことを目指す。
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塩筑南部教育事務支援室をハブとした連携促進モデル

塩尻市
教育委員会

塩筑南部
教育事務支援室

学校

朝日村
教育委員会

山形村
教育委員会

学校

学校

学校

学校

学校

学校

好事例横展開

課題共有 共同研究

連携の規模：複数の教育委員会と複数の学校で組織（大きくなりすぎない）
組織内連携：課題共有、優先課題の共同研究、好事例の内部横展開
組織外連携：情報共有、内部好事例の発信、外部好事例の取り込み

広域連合

事務組合

単一市町村

連携イメージ

ターゲット

緩く柔軟なつながり
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